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方法書に対する経済産業大臣の勧告及び事業者の対応 

方法書に対する経済産業大臣の勧告 

「電気事業法」第 46条の 8第 1項の規定に基づく、方法書についての経済産業大臣の勧告（令和

4年 10月 25日）は、次に示すとおりである。 
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経済産業大臣の勧告に対する事業者の対応 

経済産業大臣の勧告に対する事業者の対応は、表 7.2-1に示すとおりである。 

 

表 7.2-1 方法書に対する経済産業大臣勧告と事業者の対応 

No. 経済産業大臣の勧告 事業者の対応 

1 本事業計画では、風力発電設備の配置等に係る

具体的な事業計画が明らかになっていないこと

から、これらを明確にした上で、適切に調査、予

測及び評価を行うこと。 

本事業計画における風力発電設備の配置等に

係る具体的な事業計画は、「第 2 章 2.2 対象事

業の内容」に記載しました。 

その事業計画を踏まえ、適切に調査、予測及び

評価を行いました。 

その結果を「第 8 章 環境影響評価の項目並び

に調査、予測及び評価の手法」、「第 10 章 環境

影響評価の結果」に記載しました。 

2 風力発電設備の稼働に伴う騷音については、ス

ウィッシュ音及び純音性成分の発生状況の把握

を適切に行うこと。 

本事業における風力発電設備の稼働に伴う騷

音については、風力発電機メーカーから本事業で

設置予定の候補機種のスウィッシュ音及び純音

性成分の発生状況に関する最新データを入手し、

把握しました。 

その結果を「第 2 章 2.2 対象事業の内容」に

記載しました。 

3 周辺地域の文献調査で生息が確認されている

希少な「陸産貝類」について、専門家等の意見を

踏まえ、適切に調査、予測及び評価を行うこと。 

希少な「陸産貝類」については、専門家の助言

を踏まえた上で、調査、予測及び評価を行いまし

た。 

その結果を「第 10 章 10.1.4 動物」に記載し

ました。 
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